
  

指標編
第1部  制度の概要及び基礎統計
Ⅱ  保健医療及び生活衛生
1  健康指標
(1)  有病率

有病率の推移

  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

厚生白書（昭和59年版）



  

指標編
第1部  制度の概要及び基礎統計
Ⅱ  保健医療及び生活衛生
1  健康指標
(2)  受療率

受療率の推移

  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

厚生白書（昭和59年版）



  

指標編
第1部  制度の概要及び基礎統計
Ⅱ  保健医療及び生活衛生
1  健康指標
(3)  栄養摂取量

栄養素等摂取量の年次推移(1人1日当たり)

  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

厚生白書（昭和59年版）



  

指標編
第1部  制度の概要及び基礎統計
Ⅱ  保健医療及び生活衛生
1  健康指標
(4)  栄養所要量

日本人の栄養所要量

  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

厚生白書（昭和59年版）



  

指標編
第1部  制度の概要及び基礎統計
Ⅱ  保健医療及び生活衛生
2  保健医療制度
(1)  医療施設

医療施設の現況(昭和58年末現在)

病院数・病床数及び患者数(昭和58年)

都道府県別人口10万対一般病床数(昭和58年末)

厚生白書（昭和59年版）



諸外国の病院数及び病床種類別病床数

病床の種類別平均在院日数(昭和58年)

厚生白書（昭和59年版）



諸外国の一般病院の病床利用率及び在院日数

  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

厚生白書（昭和59年版）



  

指標編
第1部  制度の概要及び基礎統計
Ⅱ  保健医療及び生活衛生
2  保健医療制度
(2)  保健所・市町村保健センター

地域住民に対する保健サービスは,保健所及び市町村が実施している。このため,保健所には多様な専門職
種と設備が配置され,市町村には,保健婦の配置と市町村保健センターの整備が進められている。

保健所,市町村保健センターの概要

  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

厚生白書（昭和59年版）



  

指標編
第1部  制度の概要及び基礎統計
Ⅱ  保健医療及び生活衛生
2  保健医療制度
(3)  医療関係者

医療関係者の現況

都道府県別医師数(昭和57年末)(人口10万対)

厚生白書（昭和59年版）



都道府県別歯科医師数(昭和57年末)(人口10万対)

就業形態別医師数(昭和57年末)

厚生白書（昭和59年版）



諸外国の医療関係者

  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

厚生白書（昭和59年版）



  

指標編
第1部  制度の概要及び基礎統計
Ⅱ  保健医療及び生活衛生
2  保健医療制度
(4)  救急医療

休日,夜間などに発生する救急患者の医療を確保するため,従来からの施策の基本的な見直しを行い,昭和52
年度から新たに体系的,計画的な施策を推進している。

救急医療体制図

救急医療情報システム

厚生白書（昭和59年版）



  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

厚生白書（昭和59年版）



  

指標編
第1部  制度の概要及び基礎統計
Ⅱ  保健医療及び生活衛生
2  保健医療制度
(5)  へき地医療

山村,離島等の医療に恵まれない住民の医療を確保するため,昭和31年度以来施策を推進している。

  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

厚生白書（昭和59年版）



  

指標編
第1部  制度の概要及び基礎統計
Ⅱ  保健医療及び生活衛生
2  保健医療制度
(6)  医療金融公庫

医療金融公庫は,国民の健康な生活を確保するに足りる医療の適正な普及向上に資するため,私立の病院,診
療所等の設置及びその機能の向上に必要な長期,低利の資金を融資することを目的として,昭和35年7月に
設立されたものである。

これまで,公庫融資により医療関係施設が不足している地域等に新設された施設数は,病院2,981施設,診療
所15,035施設,その他の施設140施設であり,病院病床の増加数は31万床余に達する。また,質的な面でも施
設の不燃化や近代化,機能の充実向上が図られている。昭和58年度末貸付累計額は1兆1,996億円となって
いる。

  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

厚生白書（昭和59年版）



  

指標編
第1部  制度の概要及び基礎統計
Ⅱ  保健医療及び生活衛生
2  保健医療制度
(7)  医療情報システム

医療情報システムは,近年著しい進歩を遂げている情報処理技術及び高度通信技術を保健医療の分野に応
用し,保健医療機関内,保健医療機関相互,保健医療機関と地域住民との情報伝達処理の連携,迅速化を行い,
保健医療の近代化を図るものである。この研究開発は,地域医療,病院,医療情報サービスの3分野で進めら
れている。

医療情報システム概要図

  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

厚生白書（昭和59年版）



  

指標編
第1部  制度の概要及び基礎統計
Ⅱ  保健医療及び生活衛生
3  保健医療対策
(1)  健康づくり運動

  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

厚生白書（昭和59年版）



  

指標編
第1部  制度の概要及び基礎統計
Ⅱ  保健医療及び生活衛生
3  保健医療対策
(2)  老人保健対策

1)  概要

昭和58年2月1日から老人保健法が施行された。この制度は,予防から医療,機能訓練等に至る総合的,一体
的な保健医療施策を行うもので,疾病構造の変化及び高齢化社会の到来に対応した制度である。

老人保険事業の概要(体系図)

厚生白書（昭和59年版）



2)  医療以外の保険事業

医療以外の保健事業は,市町村が実施主体となり,40歳以上の居住者に対して行われる。

医療以外の保険事業の内容

厚生白書（昭和59年版）



3)  医療

老人医療費は,老人医療無料化のころから大きく伸び,老人保健医療対策が,医療費保障に偏しているとの批
判もみられた。このことにかんがみ,老人の心身の特性に合わせた医療を目指すとともに,一部負担金の導
入により,老人の方々にも健康への自覚を持っていただくことになった。

国民医療費と老人医療費の推移

厚生白書（昭和59年版）



昭和59年度老人医療費負担額(見込)

厚生白書（昭和59年版）



4)  費用負担

老人保健法は,国民が自助と連帯の精神に基づき費用を公平に負担すべきことを定めており,その理念に
沿って費用負担割合が定められている。

  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

厚生白書（昭和59年版）



  

指標編
第1部  制度の概要及び基礎統計
Ⅱ  保健医療及び生活衛生
3  保健医療対策
(3)  感染症対策

感染症対策は,伝染病予防対策(予防接種を含む),伝染病流行予測調査事業,感染症サーベイランス事業が互
いに密接な関連を保ちながら行われている。

医療に要する費用

医療以外の保険事業に要する費用

厚生白書（昭和59年版）



1)  各種事業とその対象疾病

2)  組織

厚生白書（昭和59年版）



3)  予防接種健康被害救済制度

予防接種の実施に伴い,医師等の関係者に過失がない場合においても,極めてまれにではあるが不可避的に
異常な副反応がみられることにかんがみ,これらの健康被害者の救済のため,昭和51年6月に予防接種法の
改正により,法に基づく健康被害救済制度を設け,各種の給付を行ってきている。

予防接種健康被害発生時対策のあらまし

厚生白書（昭和59年版）



予防接種健康被害認定者数

4)  検疫

国内に常在しない検疫伝染病(コレラ,ペスト,痘そう及び黄熱)が船舶,航空機を介して国内に侵入すること
を防止するため,船舶,航空機に対する検疫,申請に基づく検査,消毒等の業務及び港湾地域の衛生措置等を
行っている。

検疫業務の流れ

厚生白書（昭和59年版）



  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

厚生白書（昭和59年版）



  

指標編
第1部  制度の概要及び基礎統計
Ⅱ  保健医療及び生活衛生
3  保健医療対策
(4)  結核対策

結核患者は,年々減少しているが,今なお約6.2万人の新規患者が発生する最大の伝染病である。このため診
断治療技術の進歩,まん延状況の変化に対応しつつ,健康診断,医療,患者管理等の予防対策を推進していく
必要がある。

結核予防対策のあらまし

  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

厚生白書（昭和59年版）



  

指標編
第1部  制度の概要及び基礎統計
Ⅱ  保健医療及び生活衛生
3  保健医療対策
(5)  精神保健対策

国民の精神的健康の保持向上のため,国民の精神保健意識の向上,精神障害者等に対する医療保護の充実,社
会復帰の促進等精神保健施策の推進を図っている。 

1)  概要

入院・外来別受療者の疾病別割合

精神病床数・入院患者数・措置患者数及び外来患者年間延数の年次推移

厚生白書（昭和59年版）



2)  精神保健対策のあらまし

  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

厚生白書（昭和59年版）



  

指標編
第1部  制度の概要及び基礎統計
Ⅱ  保健医療及び生活衛生
3  保健医療対策
(6)  難病対策

昭和47年に定められた「難病対策要綱」に基づき体系的に種々の事業を進めている。

難病対策のあらまし

  

厚生白書（昭和59年版）



(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

厚生白書（昭和59年版）



  

指標編
第1部  制度の概要及び基礎統計
Ⅱ  保健医療及び生活衛生
3  保健医療対策
(7)  専門医療対策

各種疾病に対しては,専門医療施設の体系的な整備を図ることが有効と考えられるので,従来から,がん診療
体制の整備のほか循環器病等についても施策の充実が図られている。 

1)  各種疾病に関する専門医療機関の整備

2)  腎移植体制等体系図

厚生白書（昭和59年版）



腎移植を円滑に行うため,国立佐倉病院を中核医療施設として整備するとともに地方腎移植施設を全国的
に整備するなどの諸施策を推進している。

腎臓提供登録機閥(腎バンク)一覧

地方腎移植センター設置状況

厚生白書（昭和59年版）



腎移植の推移

3)  角膜移植登録体制

視力障害者のうち,角膜にその障害の原因があるものについては,亡くなった方から眼球(角膜)の提供を受
け,角膜移植手術を行い,視力の回復が図られている。

アイバンクは,死後に眼球の提供をしようとする人を登録し,また,手術を行う医療機関を結ぶ機関である。

厚生白書（昭和59年版）



角膜移植の推移

眼球提供登録機関(アイバンク)

厚生白書（昭和59年版）



  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

厚生白書（昭和59年版）



  

指標編
第1部  制度の概要及び基礎統計
Ⅱ  保健医療及び生活衛生
3  保健医療対策
(8)  国立病院と国立療養所

(国立病院の業務)

(国立療養所の業務)

厚生白書（昭和59年版）



  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

厚生白書（昭和59年版）



  

指標編
第1部  制度の概要及び基礎統計
Ⅱ  保健医療及び生活衛生
3  保健医療対策
(9)  原爆被爆者対策

  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

厚生白書（昭和59年版）



  

指標編
第1部  制度の概要及び基礎統計
Ⅱ  保健医療及び生活衛生
4  薬事
(1)  概要

薬務行政においては,薬事法その他の法令に基づき,医薬品,医薬部外品,化粧品及び医療用具に対する規制
を行い,その製造.販売等の適正を図っているほか,血液事業の推進,化学物質の審査,毒物劇物,麻薬,覚せい剤
等に関する取締り等を行っている。また,医薬分業の推進,医薬品産業の健全な育成に努めている。

特に,医薬品については,近年その安全性及び有効性の確保が強く要請されており,そのための諸施策の充実
強化を図っている。

医薬品等の生産額

医薬品等の輸出入額

厚生白書（昭和59年版）



全国薬事関係業態数

  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

厚生白書（昭和59年版）



  

指標編
第1部  制度の概要及び基礎統計
Ⅱ  保健医療及び生活衛生
4  薬事
(2)  医療品等の有効性及び安全性の確保

医薬品,医薬部外品,化粧品,医療用具の製造(輸入),販売等に関し,薬事法に基づき所要の規制を行ってい
る。

1)  薬事法に基づく規制の仕組み

厚生白書（昭和59年版）



2)  新医薬品の承認審査の仕組み

新医薬品は,既に製造又は輸入の承認を与えられている医薬品とその有効成分,分量,用法,用量,効能,効果等
が明らかに異なる医薬品であるが,その開発のプロセス及び承認審査のプロセスは次のとおりである。 

3)  副作用情報の収集

医薬品の副作用情報を収集し,これに基づいた適切な措置を講ずるため,モニター病院,モニター薬局を指定
し,副作用モニター制度を実施するとともに,医薬品製造業者等に副作用報告義務を課す等所要の措置を講
じている。

副作用情報収集体制

厚生白書（昭和59年版）



4)  医薬品の再評価

既承認医薬品の有効性,安全性等について,医学及び薬学の現在の学問水準で検討し,その医薬品の有用性に
ついて評価を行っている。

医薬品再評価実施状況

厚生白書（昭和59年版）



5)  薬事及び毒物劇物監視

各都道府県に配置されている薬事監視員及び毒物劇物監視員が,医薬品,医薬部外品,化粧品,医療用具及び
毒物・劇物の製造,販売等を行う業者等に対し指導監督を行っている。

薬事監視状況の推移

厚生白書（昭和59年版）



毒物劇物監視状況の推移

  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

厚生白書（昭和59年版）



  

指標編
第1部  制度の概要及び基礎統計
Ⅱ  保健医療及び生活衛生
4  薬事
(3)  医薬分業

医薬分業とは,医療において,患者の診療は医師に,調剤は医師の処方せんに基づき薬剤師にと,「医」と
「薬」をそれぞれの専門家が分担して行うことにより国民医療の質的向上を図るための制度である。

医薬分業を推進するため,調剤センター等の基盤整備,指導者育成,国民に対する啓蒙普及等の施策を推進し
ているほか,関係者からなる医薬分業推進懇談会が設けられている。

医薬分業の推進体制

薬局数,保険薬局数及び処方せん発行枚数の推移

厚生白書（昭和59年版）



  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

厚生白書（昭和59年版）



  

指標編
第1部  制度の概要及び基礎統計
Ⅱ  保健医療及び生活衛生
4  薬事
(4)  医薬品産業政策

昭和57年9月「医薬品産業政策懇談会」を発足させ,医薬品産業等の基盤整備のための方策等について審
議を行ってきた。

ここでの検討等も踏まえ,医薬品産業の健全な発展のための諸施策の充実強化を図っている。

医薬品の主な流れ

  

厚生白書（昭和59年版）



(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare
厚生白書（昭和59年版）



  

指標編
第1部  制度の概要及び基礎統計
Ⅱ  保健医療及び生活衛生
4  薬事
(5)  医薬品副作用被害救済制度

医薬品の副作用による健康被害を受けた者に対し迅速な救済を行うため,医薬品副作用被害救済基金が昭
和54年に設立され,医薬品の製造業者等からの拠出金をもとに,健康被害者に対し,医療費,障害年金等の救
済給付が行われている。

医薬品副作用被害救済制度の概要

救済給付状況の年次推移

厚生白書（昭和59年版）
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指標編
第1部  制度の概要及び基礎統計
Ⅱ  保健医療及び生活衛生
4  薬事
(6)  血液事業

輸血用血液の供給確保については,献血によって行うこととし,全国的に献血受入体制の整備と献血思想の
普及等の措置を講じている。(昭和59年8月1日現在)

献血体制の概要

献血者数の推移

厚生白書（昭和59年版）



年齢別献血者数

血液製剤の供給状況
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指標編
第1部  制度の概要及び基礎統計
Ⅱ  保健医療及び生活衛生
4  薬事
(7)  麻薬・覚せい剤等

全国に配置された地区麻薬取締官事務所及び都道府県を通じ,啓発活動,立入検査,違反の取締り等の麻薬・
覚せい剤等対策を総合的に推進している。

麻薬・覚せい剤対策の体系図

麻薬関係立入検査状況の推移

厚生白書（昭和59年版）



覚せい剤関係立入検査状況の推移
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指標編
第1部  制度の概要及び基礎統計
Ⅱ  保健医療及び生活衛生
5  生活衛生
(1)  水道の概要

安全な水道水の安定した供給を確保するため,その水質や施設についての基準,水道事業の経営や管理につ
いての規則などが水道法に定められている。

事業数等の推移

厚生白書（昭和59年版）



水道の水量の経年変化

給水人口と普及率の推移
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指標編
第1部  制度の概要及び基礎統計
Ⅱ  保健医療及び生活衛生
5  生活衛生
(2)  高普及時代の水道行政

昭和59年3月の生活環境審議会答申「高普及時代を迎えた水道行政の今後の方策について」において,以
下のように水道の目標及び基本方策が示されたところであり,今後本答申に沿った施策を展開していく。

水道の目標と基本方策

1か月平均の消費支出総額に占める水道料金

厚生白書（昭和59年版）
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指標編
第1部  制度の概要及び基礎統計
Ⅱ  保健医療及び生活衛生
5  生活衛生
(3)  水道の維持管理

水道の面的整備が一応の水準(普及率92.2%)に達した今日,安全な水道水の安定的供給に対する社会的要請
が強くなってきているが,これに対応して水道の維持管理の強化を図るため,以下のような施策が講じられ
ている。
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指標編
第1部  制度の概要及び基礎統計
Ⅱ  保健医療及び生活衛生
5  生活衛生
(4)  水源の確保

水道水需要は,今後とも増加すると見込まれるため,ダム等の建設を進めるとともに,新しい水源開発を進め
る必要がある。
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指標編
第1部  制度の概要及び基礎統計
Ⅱ  保健医療及び生活衛生
5  生活衛生
(5)  廃棄物処理の概要

廃棄物の第一次的な処理責任は,一般廃棄物については市町村に,産業廃棄物については事業者にある。

廃棄物の種類とその処理責任

ごみ処理の推移

厚生白書（昭和59年版）



し尿処理の推移
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指標編
第1部  制度の概要及び基礎統計
Ⅱ  保健医療及び生活衛生
5  生活衛生
(6)  廃棄物の適正処理対策

産業廃棄物の処理状況と産業廃棄物処理

施般の設置状況(昭和58年4月1日現在)

厚生白書（昭和59年版）



産業廃棄物の種類別排出割合(昭和55年度)
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指標編
第1部  制度の概要及び基礎統計
Ⅱ  保健医療及び生活衛生
5  生活衛生
(7)  廃棄物処理施設整備計画

廃棄物処理施設の緊急かつ計画的な整備を引き続き行うため,廃棄物処理施設整備緊急措置法に基づき,第
5次廃棄物処理施設整備計画が策定された。

第5次廃棄物処理施設整備計画

〔昭和56.11.27閣議決定〕

1)  事業の実施の目標

廃棄物の衛生処理を確保するため,廃棄物の資源化,減量化を推進するとともに,環境の保全に配慮しつつ,
適切な処理施設,最終処分場等の整備を促進する。

2)  事業の量

昭和56年度から昭和60年度までに実施すべき廃棄物処理施設の投資規模を次のとおり予定する。

総額1兆7,600億円

一般廃棄物処理施設1兆5,530億円

産業廃棄物処理施設1,170億円

厚生白書（昭和59年版）



調整費900億円
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指標編
第1部  制度の概要及び基礎統計
Ⅱ  保健医療及び生活衛生
5  生活衛生
(8)  廃棄物の広域処理

大都市圏における最終処分場の確保難に対処するため,地方公共団体が共同で建設し,利用する最終処分場
を海面に求める計画(フェニックス計画)が進められている。

1) フェニックス計画の背景

2) 広域臨海環境整備センター法の概要
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指標編
第1部  制度の概要及び基礎統計
Ⅱ  保健医療及び生活衛生
5  生活衛生
(9)  生活衛生行政の概要

生活衛生行政は,人を取り巻く生活環境の衛生水準を向上させることにより,人の健康を確保し,更には快適
な生活環境を創り出すための施策を行うものである。

このため,多種多様な食品や添加物による食生活の安全を確保するため,規格基準の設定,監視指導,輸入食
品の検査等を行うとともに,化学物質を用いた家庭用品の安全性の確保を図るために必要な規制を行う等
の施策を推進している。

また,理容業,美容業,クリーニング業,旅館業等の環境衛生関係営業について衛生水準の向上と経営の近代
化を図るための指導育成を行っているほか,建築物の衛生確保,食肉の安全を確保するためのと畜検査,狂犬
病の予防対策等も行っている。
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指標編
第1部  制度の概要及び基礎統計
Ⅱ  保健医療及び生活衛生
5  生活衛生
(10)  食品衛生

食品等の安全性を確保するために,食品衛生法に基づき,食品,添加物,器具及び容器包装等の規格基準の設
定,食品衛生監視員による監視及び指導,食品衛生管理者による自主的管理体制の整備等所要の施策が推進
されている。

なお,食品等輸入に係る市場開放対策として,輸出国公的検査機関の分析表の受入れ等の検査手続の改善,国
内輸入業者及び在京各国大使館との定期会合の開催等の措置を講じている。

食品衛生行政の概要

厚生白書（昭和59年版）



食中毒の発生状況

食品等の安全確保
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指標編
第1部  制度の概要及び基礎統計
Ⅱ  保健医療及び生活衛生
5  生活衛生
(11)  環境衛生関係営業

理・美容業,クリーニング業,旅館業,飲食店営業等の環境衛生関係営業における衛生水準を確保するため,
各個別法令により衛生確保のための措置基準等を定めるとともに,営業の許可,届出,立入検査等を行ってお
り,特に,理・美容業,クリーニング業については,その業務の性格上一定の公衆衛生に関する知識,技術を有
する者によって適正なサービスの提供が行われるよう従業者について免許資格制度を設けている。

また,全国環境衛生営業指導センター及び都道府県環境衛生営業指導センターを通して,営業者に対し,衛生
施設の改善向上,経営の健全化及び消費者の苦情に関する指導を行っている。
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指標編
第1部  制度の概要及び基礎統計
Ⅱ  保健医療及び生活衛生
5  生活衛生
(12)  環境衛生金融公庫

環境衛生金融公庫は,公衆衛生の見地から国民の日常生活に密接な関係のある飲食店等の環環衛生関係の
営業について,衛生水準を高め,及び近代化を促進するための資金について融資するために昭和42年9月に
設立されたものであり,これまでの貸付総額は2兆4,756億円(昭和58年度末現在累計)に至っている。
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指標編
第1部  制度の概要及び基礎統計
Ⅱ  保健医療及び生活衛生
5  生活衛生
(13)  家庭用品の安全確保

上着,下着,くつ下等の繊維製品,洗浄剤,エアゾール製品などの家庭用品に含まれる化学物質による健康被
害を防止するため「有害物質を含有する家庭用品の規制に関する法律」に基づき,有害物質を指定し,さら
に有害物質を含有する家庭用品についてその含有量等の規制基準を設定し,家庭用品の安全性の確保を
図っている。
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指標編
第1部  制度の概要及び基礎統計
Ⅱ  保健医療及び生活衛生
5  生活衛生
(14)  建築物における環境衛生の確保

建築物の衛生面における維持管理対策は,昭和45年5月に制定された「建築物における衛生的環境の確保
に関する法律」に基づいて行われている。
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